






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































??????? ?????????? ?????? ?????????
7専業的就業者率
兼業的就業者率
8専業主婦率
9学生率
－生徒・児童・園児率
10無職者率
?????? ???????????????
100×専業主婦数／全人口
??????????????????
100×無職者数／全人口
11管理的職業従事者率
12事務的職業等従事者率
13販売従事者率
14サービス職業従事者率
保安職業従事者率
15農林漁業作業者率
運輸・通信従事者率
16製造・建設等作業者率
％100×管理的職業従事者数／全就業者数
???????100×（専門的・技術的職業従事者数
＋事務従事者数)／全就業者数
100×販売従事者数／全就業者数
100×サービス職業従事者数／全就業者数
100×保安職業従事者数／全就業者数
100×農林漁業作業者数／全就業者数
100×運輸・通信従事者数／全就業者数
100×技能工、採掘・製造・建設作業者
および労務作業者数／全就業者数
??農林漁業就業者率
鉱業就業者率
17建設業就業者率
18製造業就業者率
電気業等就業者率
19運輸・通信業就業者率
20卸売業就業者率
21小売業就業者率
22金融業等就業者率
23サービス業就業者率
24公務就業者率
???????????
100×農・林・漁業就業者数／全就業者数
100×鉱業就業者数／全就業者数
100×建設業就業者数／全就業者数
100×製造業就業者数／全就業者数
100×電気・ガス・熱供給・水道業就業者数
／全就業者数
100×運輸・通信業就業者数／全就業者数
100×卸売業就業者数／全就業者数
100×小売業就業者数／全就業者数
100×（金融・保険業就業者数十不動産業
就業者数)／全就業者数
100×サービス業就業者数／全就業者数
100×公務就業者数／全就業者数
25世帯人員
26乗用車保有台数
27貨物車保有台数
人全人口／世帯数
台全乗用車保有台数／世帯数
台全貨物車保有台数／世帯数
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され，この点からの判断は困難であった。そこ
で標準偏差のみの観点から，その値が最も低い
45～54歳率を，年齢の範囑から取り除く指標と
した。以上，まず6指標が除外になったわけで
ある。
続いて，各範檮間の区分の垣根を取り払い，
残った30指標間で相関係数を求め,きわめて高
い相関関係にある指標のペアーを見いだし，そ
のいずれか一方の指標は除外することとした
が，それは効率的な因子分析を実施するために
他ならない。ここでは絶対値で0.850以上の相
関係数に着目することとしたが，そのような相
関関係にある指標の組は，5～14歳率と生徒・
児童・園児率（相関係数0.994,以下同様),g
林漁業作業者率と農林漁業就業者率（0.989)，
15～24歳率と学生率(0.888)であった。そこで，
性格のより明確な指標を変数として残すことと
し，他方は除外することにした。
以上の結果,最終的に27指標が変数として採
用されたわけであるが，以降では，それらの変
数を列方向に,118地区を行方向に配列した地
理行列に基づいて因子分析を進めるのである。
IV・居住者因子の性格
前章で得られた地理行列に対してRモード因
子分析を適用し，主因子・非反復解法によって
因子の固有値と負荷量の推定を試みた結果，固
有値l.00以上の因子が8個抽出され,それらの
累積変動説明量は78.33％になった（第4表)。
そこで，これら8因子を金沢都市圏の居住地域
構造を規定する基本的次元，すなわち居住者因
子として考察の対象とすることとし，因子の解
釈を容易にするために，バリマックス直交回転
を実施した結果，第4表のような因子構造が得
られた。ただし，表中で掲げた負荷量は絶対値
で0.300以上のものであり，それは負荷量を相
関係数としてみた場合，危険率0.1%で有意に
なるには，その絶対値が0.300以上になること
を要するためである。以下では，この第4表か
ら各因子の性格について解釈と特定化を試み
る。
なお，以下の考察にあたっては，第I章に掲
げた本研究の課題と問題意識によって，幾分オ
バーラッフ°するが次のような2点に特に留意す
る。すなわち，第1に，金沢都市圏で抽出され
た居住者因子力:，従来の因子生態研究で通説的
に指摘されてきた3つの基本的因子一すなわ
ち家族的特性，社会･経済的特性，および人種・
民族的特性一のいずれに該当しうるものか，
あるいはそれらの枠組みではとらえられないも
のかを判断する。
第2点は，ここで抽出された居住者因子が，
わが国における都市で普遍性をもつものか，あ
るいは金沢都市圏に特有なものかを吟味するこ
とである。そこで，先行研究との比較が必要で
あるが，その対象とするのは,Ueno(1983)に
よる首都･東京の1970年に関する分析，広域中
心都市では，森川（1976）による福岡・広島両
市と，山口(1976)の札幌市，および地方都市
では，小方（1985）の夜間人口に関する姫路市
と，樋口（1982）の山形市の研究であり，3元
l相因子分析を適用した時空間研究（若林，
1987;小長谷,1988)は，分析手段の相違から比
較の対象とはしないことにする。
第1因子さて，第4表に示したように，変
動説明遼26.87％をもつ第1因子について，最
大の負荷髄を示した変数は農林漁業作業者率で
あり，その値は0.859である。続いて貨物車保
有台数・世帯人員などの変数が高い負荷量を示
し，これらの変数によって構成される因子のう°
ラス軸は，農村的な色彩が濃厚である。一方，
マイナス軸を検討してみると，専業主婦率に加
えて，販売従事者率・小売業就業者率・サービ
ス業就業者率などの変数が，負の高い負荷量を
示し,マイナス軸は都市的な特性を明確化する。
した力ざって，第1因子は全体として，都市圏の
周辺部と中心部を両極に対比するような，「農
村／都市性因子」と命名できよう。
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この種の因子は先行研究ではほとんど検出さ
れず，類似の例力§姫路市に関する小方（1985）
の分析で第1因子にみられたに過ぎない。した
がって，3つの基本的因子のいずれにも該当し
ないわけである。これは，先行研究が非都市的
な変数をほとんど取り上げなかったことも一因
と考えられるが，それにしても本研究でこのよ
うな因子が最上位の因子として抽出されたの
は，やはり地方中核都市圏としての金沢都市圏
の性格をきわだたせるものといえる。
負の負荷量を得る。すなわち，プラス軸は無職
の高齢者，マイナス軸は普通世帯を示唆する。
ただし，ここでの普通世帯を負荷量の構成に
沿ってより平易に説明すれば，25～34歳程度の
親と小学生以下の子供が生活し，同居老人がい
ない世帯となる。
このような因子は，しばしば「ライフサイク
ル因子」と呼ばれてきたもので，3つの基本的
因子の中で家族的特性に該当するものである。
同様な因子はすべての先行研究で識別され，し
かも東京や広域中心都市では最上位の因子（第
1因子）として，また上述のような姫路市では
第2因子として抽出された重要度の高い因子で
ある。この点からすれば，金沢都市圏は他の都
第2因子この因子は変動説明量15.51％
で，65歳以上率，55～64歳率，無職者率の各変
数が正の，5～14歳率,35～44歳率の各変数が
第4表因子の負荷量構造と説明量
､､611
).846
).731
).690
).601
0.735
0.667
0.897
0.779
0.658
0.844
0.823
0.773
0.763
0.884
0.618
0.794
0.812
0.676
0.775
).494
).792
).699
).853
].842
).711
固有値
変動説明量（％）
累積変動説明量（％）
7.256
26.87
26.87
4.189
15.51
42.39
2.258
8.36
50.75
2.171
8.04
58.79
1.033
3.83
78.33
1.600
5.93
64.72
1.437
5.32
70.04
1.204
4.46
74.50
注：表記の因子負荷量はバリマックス回転後のもので、また絶対値で0.300以上のもののみを掲げた。
??
変数名
因子負荷量
第1因子第2因子第3因子第4因子第5因子第6因子第7因子第8因子
l性比 0.737
25～14歳率
325～34歳率
435～44歳率
555～64歳率
665歳以上率
－0．875
－0．5000.4680.380
-0.7120.305
0.705
0.745－0．409
7専業的就業者率
8専業主婦率
9学生率
10無職者率
0.415-0.4020.499
－0．5410.434
0.848
0.649－0．511
11管理的職業従事者率
12事務的職業等従事者率
13販売従事者率
14サービス職業従事者率
15農林漁業作業者率
16製造・建設等作業者率
－0．3080.675
－0．3360.843
－0．596－0．312－0．400
0.859
0.780
0.342－0．466-0.360-0.580
17建設業就業者率
18製造業就業者率
19運輸・通信業就業者率
20卸売業就業者率
21小売業就業者率
22金融業等就業者率
23サービス業就業者率
24公務就業者率
－0．625－0．327
－0．422－0．735
0.766
0.853
－0．5130.380－0．400
－0．3340.4360.391
-0.3440.777
0.811
25世帯人員
26乗用車保有台数
27貨物車保有台数
0.679-0.394
0.595－0．467－0．306－0．370
0.755
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市域と居住地域構造に相通じるものがあるわけ
であり，本稿でも先行研究と同様，この因子を
「ライフサイクル因子」と命名する。
第3因子第4表をみてみると，この因子の
正の負荷量では，事務的職業等従事者率が最大
値を示し，それに公務就業者率や金融業等就業
者率が続く。逆に負の負荷量は，製造・建設等
作業者率や製造業就業者率の変数が示す。すな
わち，因子のプラス軸では公務・金融業関係に
就業する事務員などが，逆にマイナス軸では製
造業関係の作業者がクローズアップ°されるわけ
である。したがって，「公務･金融業等事務員／
製造業作業者因子」とここでは命名する。
このような因子も従来の研究で常に抽出さ
れ，しばしば「ホワイトカラー／ブルーカラー
因子｣と呼ばれ，また基本的因子の1つの社会・
経済的特性にかかわるものと位置づけられてき
た。合衆国の場合，この社会・経済的特性が家
族的特性に先んじて因子分析では抽出されるが
(森川，1976)，わが国の先行研究では家族的特
性の次に社会・経済的特性が見いだされ，金沢
都市圏でもこの順位が当てはまっているわけで
ある。
第4因子第4因子では，学生率や性比の変
数にかかわる正の負荷量が，他の変数の負の負
荷景と比べて絶対値で明らかに大きい。した
がって，この因子はフ・ラス軸からのみ解釈する
こととし，「男子学生因子｣と命名する。従来の
研究では，このような学生にかかわる因子が明
確に抽出されたことはきわめて希有であり，唯
一の例外は森川（1976）によって福岡市で見い
だされているものである。この研究では，もと
もと学生関係の変数が取り上げられていない
が，森川はその因子得点の分布から学生にかか
わる因子と判断している。
他の先行研究では学生の居住を直接に表現す
るなんらかの変数を取り上げているが，そのよ
うな変数が中心となって因子を構成したことは
なく，家族的地位や社会・経済的地位にかかわ
る因子を，負荷量のより大きい他の変数ととも
に，どちらかといえば重要性の低い変数として
構成していたに過ぎない。したがって，このよ
うな因子の存在は，森川の明らかにした福岡市
とともに,金沢都市圏に特徴的なものといえる。
次章で分析するように，実はこの因子は大学
の所在地付近で高くなる傾向をもつ。したがっ
て,この因子について有力変数である学生率は，
本来，高校生以上の学生の割合を示したもので
あるが，この因子が実際に示唆するのは高校生
ではなく大学生であるといえる。金沢都市圏は
その都市規模に比して，短大や高専を含めて大
学の集積が高い地方都市圏であるとの指摘もし
ばしば聞く力§4)，このような大学生関係の独自
的な因子の存在は，この指摘を居住地域構造の
観点から裏づけるものである。
第5～8因子第5因子以降は変動説明量が
6％未満と低いので一括して考察すると，まず
それぞれの解釈は，第5因子が「金融業等管理
者／建設業作業者因子｣，第6因子が｢卸売業就
業者／高齢無職者因子｣，第7因子が「運輸･通
信業就業者因子｣，および第8因子が｢サービス
業従事者／製造業作業者因子」となろう。第7
因子を除けば，いずれも正負両極の負荷量から
判断し，う。ラスの特性を前に，マイナスのもの
を後にして各因子を命名した。これに対して第
7因子は絶対値でみると，負の負荷量に比して，
運輸・通信業就業者率の正の負荷量が飛び抜け
て高いため，この変数のみから判断した。
このような因子は従来の研究でも類似したも
のが，多かれ少なかれ認められてきたが，しか
し完全に同一の因子が存在しないことも事実で
ある。それは，各因子の変動説明量が小さいこ
とからわかるように,その都市の性格によって，
あるいは取り上げた変数によって，微妙に食い
違う結果がでるものと考えられる。したがって，
ここで抽出された因子が，先行事例に認められ
ないとしても，それが金沢都市圏を特徴づける
伊藤悟：パーソントリッフ°調査からみた金沢都市圏の居住地域構造(I) 99
ものとは言い切れないので，ここではその種の
判断は避けることとする。
そこで，3つの基本的次元の枠組みの中での
み各因子を位置づけてみると，第8因子は職
業・産業の両範囑内の変数で特徴づけられるた
めに，基本的次元の1つである社会・経済的地
位にかかわるものといえる。これに対して，第
5～7因子は年齢にかかわる変数も，表中に掲
げたように絶対値で0.300以上の負荷量を確
かにもつので，家族的地位にかかわる因子とも
いえるかもしれないが,共通して25～34歳率の
変数に負荷量がかかり，また職業・産業にかか
わる変数がより大きな絶対値の負荷量を示すの
で，それらの年齢における職業・産業の相違を
特に示すものといえる｡ゆえに第8因子と同様，
社会・経済的地位にかかわる因子としての性格
が強いといえる。
以上，金沢都市圏で抽出された8個の居住者
因子について，その性格の検討を行った。それ
らを要約すれば，家族的特性にかかわる因子が
1個，社会・経済的特性にかかわる因子力ざ5個
存在したが，その他が2因子であった。その他
の因子は，地方中核都市圏である金沢都市圏を
特徴づけるものであり，それは都市圏内の都市
と農村の色彩を対比し，あるいは高等教育機関
の集積を示唆するものであった。一方で，家族
的特性に関する因子が社会・経済的特性の因子
に優先する点や，後者の因子に多様なものが出
現する点は，わが国の都市一般に認められるも
ので，それは金沢都市圏にも共通であったとい
えよう。
V.居住者因子の分布
本章では，前章で性格が特定化された8つの
居住者因子について，金沢都市圏での地域的な
差異を検討する。そのため第5．8図は，標準
化された因子得点を5つの階級に区分し，それ
に該当する地区の分布を示したものである。い
ずれの図においても,得点が正の高値地区ほど，
前章で述べた因子のプラス軸の性格が強く，逆
に負の値の地区ほど，マイナス軸の性格が強い
と判断できるものである。
以下では，両図に基づきながら8つの居住者
因子について分布を考察する力:，特に次の点に
注目することとする。すなわち，第I章で述べ
たように，今日までの因子生態研究における通
説によれば，居住地域構造を規定する基本的因
子の家族的特性，社会･経済的特性および人種・
民族的特性は，それらの分布がそれぞれ同心
円・セクター・クラスターの各パターンを描く
とされる。そこで本稿では，金沢都市圏の中で
検出された居住者因子の分布が，これら空間パ
ターンのいずれに適合しうるかに留意し，上記
通説の検証を試みるわけである。
第1因子「農村／都市性因子」と特定化さ
れた第1因子の分布を第5図aでみてみると，
その特定化が妥当であったことがうかがわれ
る。すなわち，得点の高い地区は農村的色彩が
濃いと判断できるが，最も高い地区は打木（得
点4.27,以下同様）で，その南隣で同じく手取
川扇状地の扇端部に位置する倉部（2.59),相川
（3.09)，笠間（2.85）も得点が1．50以上の高
い地区である。これらの地区は打木を典型とし
て,野菜栽培を中心とする自立経営農家が多く，
金沢都市圏の中では農村的な色彩を最もとどめ
る地帯である（五味，1990)。また金沢市山間部
の別所（2.22)，湯涌（2.02)，二俣（3.31)や，
河北潟の干拓地をかかえる八田（1.99）も得点
の高い地区であり，これらの場所も農村的な地
区に位置づけられるのである。
一方，低得点は都市的な性格を強く示唆する
が,CBD内に位置し，県庁・市役所・国の合
同庁舎などの行政機能が立地する広坂（－2．
57）は，飛び抜けた低得点によって金沢都市圏
の中で最も都市的な場所に位置づけられる。続
いて得点の低い地区はその南の本多（-1.35）
で,また金沢駅西側の広岡（-1.35)や長田（一
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第7図特定年齢の居住者特化地区第6図特定職業の居住者特化地区
として示した（平均と標準偏差は第3表参照)。
本図と第5図aを比較してみると，農林漁業
作業者の特化地区は因子得点の0,50以上の地
区と，販売従事者もしくは事務的職業等従事者
の特化地区は同-0.50未満の地区とおおむね
一致し，第1因子ではこれら3変数の役割が中
心的であるといえる。さらに詳細に照合してみ
ると，いくつかの興味深い事実を引き出すこと
もできる。例えば，第5図aで得点が-0.50未
満の地域は，第6図によれば，販売従事者の特
化地区と，事務的職業等従事者の特化地区の両
者への分化がうか力、われる。このことが以降の
因子の分布に，どのように現れてくるかが興味
深い点である。
また，農林漁業作業者の特化地区と因子得点
の0.50以上の地区を個々に対応してみると,大
野．藤江・富光寺の3地区は特化地区でありな
がら，得点は0.50未満であることが分かる。こ
の中で特に着目すべき場所は大野であり，金沢
l.18)も得点の低い地区であった。このような
低得点地区の都市圏中心部での分布や，上記の
ような高得点地区の分布から，第5図aに示さ
れた第1因子の分布は同心円パターンであると
いえよう。
ところで第6図は，第1因子について高い負
荷量を示した変数，すなわち因子の重要な構成
変数を取り上げ，その数値の高い地区を参考ま
でに示したものである。取り上げた変数は正の
きわめて高い負荷量を示した農林漁業作業者率
と，逆にマイナス軸からは販売従事者率と事務
的職業等従事者率の2つである。マイナス軸か
ら2変数を取り上げたのは，う。ラス軸の農林漁
業作業者率と比較すると，マイナス軸における
変数の負荷量が小さく，1変数では代表性に欠
けると考えたからである。図では,Nelson
（1955）の方法に習い，各変数の値が平均+0.
5×標準偏差以上,つまり標準化値に換算すれば
l.00以上の地区を，当該職業者の多い特化地区
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港の水産埠頭や漁業協同組合を抱える同地区
は，漁業従事者が多いために農林漁業の特化地
区に位置づけられたと考えられるが，それが第
1因子の高得点に結び付かないのは，（同因子の
中で農林漁業作業者率の変数が大きな役割を果
たすものの),同因子が農林漁業全体に関連する
ものではないことを示唆すると考えられる。言
い換えれば第1因子の高得点は，漁村ではなく
農（山）村を示すものと解釈できるわけであり，
その意味で第1因子を先に｢農村／都市性因子」
と命名したのは妥当であったといえる。
第2因子この因子は｢ライフサイクル因子」
と命名されたもので，得点の高い地区は無職の
高齢者が多いことになる(第4表参照)。そのよ
うな地区を得点順に10カ所ほど列記すると,広
坂（4.67),本多（2.49),二俣（1.76),刈安（1.
68)，武蔵（1.47)，相川（1.42)，南町（1.38)，
大坪（1.34)，小立野(1.32),彦三(1.32)な
どとなり，都市圏の中心部と縁辺部の両者で見
いだすことができる(第5図b)。さらに，これ
らの両者に挟まれる地帯では，得点の低い地区
がドーナ､ｿ状に分布し，そこで，家族的特性に
かかわるこの第2因子は同心円構造を示すとい
え，この点は因子生態研究の従来からの指摘と
一致するものである。なお，得点が－1．50未満
ときわめて低い地区は井口（-2.35),御所（-
1.95)，四十万（-1.89)，森戸（-1.84)，稲荷
(-1.81)，あるいは鶴ヶ丘（-1.62）など，い
ずれも住宅地化が進行中の地区である。
なお第7図は，第2因子について最も大きな
負荷量をもった変数を，正負両軸から1つずつ
選び出し，それらの変数が第6図と同様，標準
化値でl.00以上となる地区を示したものであ
る。65歳以上の高齢者が特化する地区は，まず
中心部に顕著であり，これは香川(1990)の指
摘の通りである。そして，不明瞭ながらも都市
圏縁辺部にも位置し，第2因子と同様，分布の
二元性をここでも確認できる。また，5～14歳
の子供が特化する地区は，金沢市の南西部から
野々市･鶴来両町や松任市にかけて多くみられ，
第5図bにおける低得点地区の分布とほぼ同じ
ような形態をとる。すなわち，第2因子がライ
フサイクル因子であることは，このような分布
図の照合からも裏づけられるのである。
第3因子「公務・金融業等事務員／製造業
作業者因子」と判断された第3因子の得点分布
を第5図cでみてみると,得点が1．50以上の地
区は石引（3.84)，涌波（2.42)，末町（2.29)，
錦町（1.98）など，中心部から南東（小立野台
地)方向に分布し，得点が0.50～1.50の地区も
どちらかといえば都市圏の南東側に多く位置す
るため，この因子のう°ラス軸が示唆するホワイ
トカラーの分布には方向性があるように見受け
られる。なお，この因子で正の最大負荷量を示
した変数は事務的職業等従事者率であったが，
その高値地区はすでに第6図に示した通りであ
り，やはり同図でもその分布が都市圏の南東方
向に片寄っていることがうかがわれる。
一方,得点の低い地区に目を転じてみると，－
l.50未満のきわめて低い地区は片町(-2.
71),大坪(-2.40),西荒屋(-1.76),道法寺
(-1.71)，広岡（-1.58)および此花（-1.53）
であった。すなわち，都市圏の中心部と郊外部
の両者に分布する二元性をもつわけである。し
かし，これらの5地区に得点が-0.50～－l.50
の地区も合わせて分布をみてみると，得点が0．
50以上の地区と対照をなしながら，都市圏の北
西半分に広がるように見受けられる。したがっ
て第2因子は，従来の社会・経済的特性にかか
わる因子と同様，セクターパターンを構成して
いるといえるわけである。
第4因子この『男子学生因子」の得点がl.
50以上の地区は，金沢工業大学・同工業高等専
門学校の位置する扇が丘（8.71),金沢大学医学
部と金沢美術工芸大学のある石引(2.71),その
北隣で学生用アパートが数多く立地する旭町
(2.06),および金沢医科大学のある大根布(1.
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86）の4カ所となり（第5図d),これらに続い
て得点の高い地区は丸の内（1.40)や小立野(1.
00)で，ここには金沢大学本部と工学部キャン
パスがそれぞれ位置する。このように得点が1．
00以上の地区あるいはその近隣には，ことごと
く大学が立地するのである。
以上のように，この因子の分布は3つの基本
的空間パターンの中でクラスターパターンを示
すわけである。したがって，分布パターンのみ
からみれば第4因子は人種・民族的因子の1つ
ともいえるのである。しかし，人種・民族的因
子は都市内のマイノリテイ相互の社会的結合に
よって出現するものであり，ここでの第4因子
は，学生間相互の近接性よりは就学機会への近
接性によって生じたものと理解され，人種・民
族的因子の本来的な意味とは当然のことながら
異なるものである。
第5因子この因子以降は第8図に得点分布
を図示したが,「金融業等管理者／建設業作業者
因子」と解釈された第5因子について，1．50以
上の得点を示し,金融業等管理者が多い地区は，
CBDに隣接する丸の内(2.95)と本多(2.01),
金沢駅西側の広岡(2.08),そして泉が丘(2.
31）と有松（1.54）である。CBDに近接した
場所と，泉が丘や有松のようにCBDに通じる
国道沿いの地区である。彼ら金融業等管理者の
居住するこれらの地区が高級住宅地区である
と，きわめて大胆に仮定すれば，以前Hoyt
（1939)･が指摘した高級住宅地区にかかわる9
つの立地要因の一部を－例えば第1．2．4
番目の要因などを－，ここにかいま見ること
ができそうである。
これに対して，得点が-1.50未満の地区は，
御経塚（-4.66)，末町（-2.58)，大坪（-2.
28),みどり（-2.06),利屋（-1.76),広坂（-
1.71)，井口（-1.63)の7カ所である。広坂を
除けば都市圏の外側に位置する。ただし，中心
からかなり離れた都市圏の縁辺部というわけで
はな<,DIDを取り巻くような中間地帯に位
置する。
第5因子は，社会・経済的特性との関連がよ
り深いと前章で判断したが，社会・経済的特性
の一般的な分布パターン，すなわちセクターパ
ターンは,少なくとも得点の絶対値が1．50以上
の地区の分布をみるかぎり，この因子では認め
られない。広坂を除外してみれば，むしろ同心
円パターンというべきものである。得点が士0．
50以上の地区に拡大してみてみると，このよう
な同心円パターンは不明瞭になるが，それでも
セクターパターンではないことも事実である。
第6因子卸売業就業者と高齢無職者を区別
する第6因子では，御経塚（3.48)，武蔵（3.
02),示野(2.39),問屋（2.38),丸の内（2.28)，
二俣（2.04)，藤江（1.78)，古府（1.57)，千代
野（1.55）などが，1．50以上の得点を示す地区
である。得点が0.50以上の地区を含めてみて
も，それらの分布には片寄りがみられる。すな
わち，その主な分布域は，2大商業中心地の1
つである武蔵周辺の中心部と,JR北陸線以西
で国道8号線に沿う金沢市西部の2カ所であ
る。前者はもともと卸売機能の集積に特徴が
あった場所であり，後者は特に金沢駅の西側を
中心に，金沢市中央卸売市場や問屋団地の企業
など，前者から1960年代後半以降郊外移転し
た各種卸売機能が，運輸・倉庫などの流通機能
などとともに分布する地域である。このような
ことから，第6因子のプラス軸が示唆する卸売
業就業者は，その就業地に近接して居住してい
るといえる。
一方，得点の低い地区は高齢無職者に特徴が
あるわけであるが，そのような地区は，無論例
外はあるものの，主に都市圏西側の山間部にみ
られ,例えば大坪や別所がその典型地区である。
ただし,CBDとその近隣にも得点の低い地区
がみられ，香林坊と石引がその例である。この
ように中心部では得点の極端に高い地区と低い
地区が共存するが,都市圏を平坦部の北西側と，
山間・丘陵部の南東部に仮に二分してみれば，
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前者では得点が高く，逆に後者では得点が低く
なる傾向にあり，言い換えればこの因子の得点
分布には，地形に従うようなセクターパターン
がうかがわれるのである。
第7因子運輸・通信業への就業を示す第7
因子は，う。ラスの軸に意味があるので，正の得
点分布にのみ関心を寄せるが,得点が1.50以上
の地区は，広岡（8.43)，御経塚（2.46）と上荒
屋(1.87),および柳橋(1.62)である。金沢駅
西隣の広岡ではJRの職員宿舎が，柳橋には北
陸鉄道のバス営業所や寮さらにNTTの独身
寮などを見いだすことができる。また御経塚や
上荒屋の場合，北陸自動車道と国道8号線が交
わる金沢西インターに近く，また同インター付
近には，1978年わが国で3番目に設置された公
共の金沢トラックターミナルを初めとして，数
多くの運輸・流通機能ｶﾇ立地する。そこで，そ
れらの就業者が両地区に集中的に居住するもの
と推察される。
以上のように，この因子は社会・経済的特性
にかかわる限りは，セクターパターンを本来な
すべきであるが，就業機会の分布に大きく左右
されながら，特定地区に集中するクラスターパ
ターンを描いているように見受けられる。
第8因子この因子はサービス業従事者と製
造業作業者を対比するものであるが,得点がl.
50以上でサービス業従事者の集中する地区は，
片町（4.25)，丸の内（2.54)，中村（2.23)，長
町（2.06)，南町（1.71)，尾張（1.52）などで
ある。ゆえに中心部にこのような居住者が多い
といえるが，実は温泉観光地をかかえる湯涌
(2.53）や，野田（1.55）も得点力苛l.50以上の
地区となり，さらに得点が0．50以上となる地区
も含めてみてみると，都市圏の南西方向におけ
るサービス業従事者の偏在が認められる。
また，得点が－1．50未満の地区は，もともと
機械工業が立地し，吉田（1984）が指摘するよ
うな住工混合地区である長田（-2.12）や，千
代野(-2.10),大坪(-1.97),問屋（-1.85),
西荒屋(-1.83),刈安(-1.56)などであり，
都市圏の中央部と縁辺部の両者でみること力ざで
きる力罫，これらと得点が－0．50未満の地区をあ
わせて,0.50以上の地区の分布と対比すると，
得点の低い地区の分布域は，どちらかといえば
都市圏の北西側に片寄っているようにも見受け
られる。以上をまとめると，第8因子の分布パ
ターンは，同心円パターンとセクターパターン
の両者が組み合わさっているといえる。
以上，8個の居住者因子ついて分布形態を整
理すると，同心円パターンを示したのは，第1
因子（農村／都市性因子）と第2因子（ライフ
サイクル因子）で､あるが，前者はその性格から
同心円を示すのは当然であり，また後者は家族
的特'|生の因子として従来の研究から予想される
パターンを示したものといえる。また,セクター
パターンを描いたのは，第3因子（公務・金融
業等事務員／製造業作業者因子)と第6因子(卸
売業就業者／高齢無職者因子）で，いずれも社
会・経済的特性として予想された分布形態を示
したのである。
しかし，社会･経済的特性にかかわる因子が，
常にセクターパターンを描くわけではなく，第
8因子（サービス業従事者／製造業作業者因子
因子)は同心円パターンとの複合的分布形態を，
第5因子(金融業等管理者／建設業作業者因子）
は,むしろ同心円パターンのみがうかがわれた。
同じく社会･経済的特性である第7因子（運輸・
通信業就業者因子）は，第4因子（男子学生因
子）とともにクラスターパターンをなしたが，
このようなパターンの生成は，就業・就学機会
への接近が原因になると考えられる。
VI．まとめ
本稿は,地方中核都市圏の金沢都市圏に関し，
居住地域構造の実証的解明を目指す第1段階と
して，その構造を規定する居住者の基本的特性
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すなわち居住者因子の識別と，それらの空間分
布を考察した。そのためにパーソントリッフ。調
査の結果を資料としながら，因子分析の適用に
より考察を進めた。以上の結果，本稿では次の
ようなことが明らかになった。
第1に，金沢都市圏の居住地域構造を規定す
る居住者因子は8個がクローズアップされ，そ
の中の2個は，地方中核都市圏である金沢都市
圏を特徴づけるものであった。すなわち，その
1つは都市圏内での都市と農村の色彩の地域的
差異を明確化し，いま1つは都市圏内における
高等教育機関の集積を示唆するものであった。
残る6個のうち最も重要なものは，普遍的に認
められる家族的特性であり，その他もわが国の
諸都市で多かれ少なかれ指摘されてきた社会・
経済的特性にかかわるものであった。
第2に，以上の8個の居住者因子ついて分布
形態を検討した結果，都市圏内で都市性と農村
性を区別する因子や家族的特性の因子は，あら
かじめ予想されたように同心円パターンを示
し，また社会・経済的特性にかかわる多くの因
子は，その半数が因子生態研究の通説と合致す
るようにセクターパターンをなしたが，一部は
それが不明確で，むしろ同心円やクラスターパ
ターンで分布するものもあった。また，クラス
ターパターンは学生の分布にもみられ，この種
のパターンの生成は，就業・就学機会への近接
居住が原因になると考えられた。
最後に，今後の課題を整理する。上述のよう
に本稿では，これまでの因子生態研究の通説と
は異なる空間パターンを，居住者の社会・経済
的特性などに部分的に認めたが，実はそれらの
パターンの同定は，分布図を通じてのあくまで
も視角的な判断によるものであった。すでに田
中（1982）が指摘したように，そのような同定
はしばしば主観に左右されやすいことも事実で
ある。したがって，居住者因子がどのような空
間パターンを織りなしているかを，より客観的
な方法でいま一度，検討する必要もあろう。こ
のような検討と，因子生態研究の一般的手順に
従うクラスター分析の適用は，次稿以降の課題
としたい。
〔付記〕本研究を進めるに当たって，石川県と金沢市の
両都市計画課からは貴重な資料の提供を，また本学部地
理学教室卒業生･青木崇君(1990年3月卒業）と同学生・
林みはる君（現4年生）らには資料の収集・整理に協力
をいただいた。さらに，本研究には（財）地域振興研究
所の平成3年度研究助成を活用した。末筆ながら，ここ
に記して感謝申し上げる次第である。
今、
圧
1）ここでいう地方中核都市圏とは，いうまでもなく地
方中核都市を中心とする都市圏である。ただし，地方
中核都市の概念は地理学ではまだ一般的とはいえず，
またその用語使用の妥当性に検討の余地もあるが，こ
こでは広域中心都市と単なる県庁所在地都市の両階
層間に位置する都市階層とする。金沢市は北陸ブロッ
ク（3県)の中心都市であるものの，まさに西原(1991)
が指摘するように，完全な広域中心都市とはいえず，
準広域中心都市に位置づけるべき都市階層である。そ
れゆえに同市を中心とする金沢都市圏は，わが国にお
ける1つの典型的な地方中核都市圏といえよう。
2）各単位地区は地域的性格が類似すると考えられた
複数の町丁よりなるが，拙稿（伊藤,1990,1991)と
同様，本研究でも第4図に掲げた名称で各地区を呼称
する。ただし，各地区の命名方法や，それを構成する
町丁の詳細なリストは，それぞれ拙稿（伊藤,1991)
の注1や付表を参照されたい。
3）就業の範鳴における分類はパーソントリッフ・調査
独自のものであるが，職業・産業の各範濤は，就業範
檮中の専業的もしくは兼業的就業者について，その従
事する職業や就業する産業を区別するものである。た
だし，前者の職業の区分は日本標準職業分類(1986年
6月改訂版）の大分類に準拠するものであるが，パー
ソントリップ調査ではこの大分類中の専門的・技術的
職業従事者と事務従事者を--体として集計したため
に，本研究でもその合体した分類を用いる。
また，表中の産業区分は基本的には，日本標準産業
分類（1984年1月改訂版）の大分類に従うものである
が，パーソントリップ調査では農業・林業・漁業の3
つの大分類を1つに合体し，逆に卸売・小売業等の大
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分類を卸売業と小売業の2つに分割している。都市域
の産業に着目する際，このような産業種の合体と分割
は合理的なものと考えられるので，本研究でもこの区
分をそのまま踏襲した。
なお，両日本標準分類での大分類の正式名称は第3
表中の定義欄にのみ掲げ，指標（変数）名ではそれを
一部簡略化したものを用いた。
4）短大・高専を含めて大学数と学生数を都市圏別に比
較する適当な資料に欠くので，とりあえず都道府県別
に1986年の学校基本調査でみてみると，石川県内に
は大学7校，短大8校，高専2校があり，人口10万人
当たりの大学・短大・高専数はl.2校で，東京都と京
都府に続き全国3位である。また総学生数は約2万8
千人で，人口千人当たりでは全国8位の20．3人にな
る。上記学校の中で金沢都市圏外のものは短大2校
（学生数377）に過ぎないので，このようなことから
同都市圏では大学の集積度が高いといわれるのであ
る。
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